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平成27年度末完成予定

平成22年度末完成予定

平成26年度末完成予定
平成20年度末完成予定

平成22年度末完成予定

調整が整った場合には、着工
（軌間可変電車方式による整備
を目指す。）

新潟

大宮

大阪
東京

新八代

鹿児島中央
平成１６年３月開業

長崎

博多

○南越･敦賀間

○福井駅部
平成20年度末完成予定

九州新幹線
（長崎ルート）

○博多･新八代間

○諫早･長崎間
（ｽｰﾊﾟｰ特急）

ﾌﾘｰｹﾞｰｼﾞﾄﾚｲﾝ

（ｽｰﾊﾟｰ特急）

平成22年度末完成予定

〈130km〉

〈21km〉

〈45km〉

武雄温泉

○武雄温泉･諫早間

〈31km〉

諫早

○金沢･南越間

平成１４年１２月開業

東北新幹線

盛岡

八戸
新青森

新函館

札幌

○新函館･札幌間

○新青森･新函館間

平成27年度末完成予定

北海道新幹線

北陸新幹線

※石動･金沢間はｽｰﾊﾟｰ特急
⇒フル規格

長野

石動

高崎
南越

敦賀

福井

富山
金沢

〈211km〉

〈149km〉

〈82km〉

〈68km〉
○富山･金沢間

〈170km〉

○長野･富山間

○八戸･新青森間

平成22年度末完成予定

〈86km〉

九州新幹線
(鹿児島ルート）

白山総合車両基地

新鳥栖

○ 北海道新幹線
新青森－新函館間

○ 東北新幹線
八戸－新青森間

○ 北陸新幹線
長野－金沢(白山総合車両基地) 
福井駅部

○ 九州新幹線(鹿児島ルート)
博多－新八代間

○ 九州新幹線(長崎ルート)
武雄温泉－諫早間

平成１６年１２月政府・与党申合せによる整備区間

平成26年度末完成予定

平成９年１０月開業

整備新幹線の整備進捗状況

○ 平成16年12月政府・与党申合せに基づき着実に整備を進めている。

開業区間
建設中区間
新規着工区間
未着工区間（工事実施計画申請中）
未着工区間（工事実施計画未申請）
既設新幹線

凡 例
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19号答申に基づき、在来幹線鉄道の高速化のための線形改良、新型車両導入等の事業が各地で進め
られてきているが、表定速度90km/h以上の区間は在来幹線鉄道全体の３割強にとどまっている。

在来幹線鉄道の整備状況（表定速度90km/h以上の区間）

表定速度が90km/h以上に向上した事例
（1998→2006）

新幹線（2006年3月時点）

函館函館函館函館函館函館函館函館函館
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旭川旭川旭川旭川旭川旭川旭川旭川旭川

北見北見北見北見北見北見北見北見北見

帯広帯広帯広帯広帯広帯広帯広帯広帯広
札幌札幌札幌札幌札幌札幌札幌札幌札幌
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名寄名寄名寄名寄名寄名寄名寄名寄名寄

網走網走網走網走網走網走網走網走網走

根室線
帯広～釧路（128 km）

88.5→91.6 km/h
曲線・構内改良
新型車両導入

山陰線
鳥取～米子（93 km）
79.5→97.6 km/h
曲線・構内改良
新型車両導入

長崎線
諫早～長崎（25 km）
87.9→93.4 km/h
新型車両導入

山陰線
松江～出雲市（33 km）
85.3→93.4 km/h
曲線・構内改良
新型車両導入

宗谷線
旭川～名寄（76 km）

73.7→91.4 km/h

曲線・構内改良

新型車両導入

○

※JR優等列車の走行区間（新幹線を除く。）

新幹線と並行する在来線を除く。

＜表定速度90km/h以上の区間の拡大＞

「90km/h以上」 ：
３０ ％(1998年) → ３３ ％(2006年)

「100km/h以上」：
１７ ％(1998年) → ２０ ％(2006年)

凡例

＜表定速度の現状＞

※ 実線は1998年から速度増加をした区間

100 km/h ～

90 ～ 100 km/h

90 km/h 未満

表定速度 (2006年)

※ 点線は1998年から速度増加がない区間

1,792 km

1,588 km 1,189 km

1,180 km 6,007 km

6,477 km

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100km/h以上 90km/h～100km/h 90km/h未満

1998年
3月

2006年
3月

17%

20%

13%

13% 67%

70%
30%

33%

２



高速化事業や新型車両導入により、最高速度130km/h以上の区間は在来幹線鉄道全体の
35％（1998年比で５ポイントアップ）となっている。

在来幹線鉄道の整備状況（最高速度）

○
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豊橋豊橋豊橋豊橋豊橋豊橋豊橋豊橋豊橋

富士富士富士富士富士富士富士富士富士

甲府甲府甲府甲府甲府甲府甲府甲府甲府

松本松本松本松本松本松本松本松本松本

和田山和田山和田山和田山和田山和田山和田山和田山和田山

鳥取鳥取鳥取鳥取鳥取鳥取鳥取鳥取鳥取

岡山岡山岡山岡山岡山岡山岡山岡山岡山

高松高松高松高松高松高松高松高松高松

和歌山和歌山和歌山和歌山和歌山和歌山和歌山和歌山和歌山
徳島徳島徳島徳島徳島徳島徳島徳島徳島

紀伊田辺紀伊田辺紀伊田辺紀伊田辺紀伊田辺紀伊田辺紀伊田辺紀伊田辺紀伊田辺 新宮新宮新宮新宮新宮新宮新宮新宮新宮

米子米子米子米子米子米子米子米子米子

牟岐牟岐牟岐牟岐牟岐牟岐牟岐牟岐牟岐
高知高知高知高知高知高知高知高知高知

直江津直江津直江津直江津直江津直江津直江津直江津直江津

新潟新潟新潟新潟新潟新潟新潟新潟新潟

新宿新宿新宿新宿新宿新宿新宿新宿新宿

会津若松会津若松会津若松会津若松会津若松会津若松会津若松会津若松会津若松

東京東京東京東京東京東京東京東京東京

上野上野上野上野上野上野上野上野上野

木更津木更津木更津木更津木更津木更津木更津木更津木更津

水戸水戸水戸水戸水戸水戸水戸水戸水戸

安房鴨川安房鴨川安房鴨川安房鴨川安房鴨川安房鴨川安房鴨川安房鴨川安房鴨川
館山館山館山館山館山館山館山館山館山

上総一ノ宮上総一ノ宮上総一ノ宮上総一ノ宮上総一ノ宮上総一ノ宮上総一ノ宮上総一ノ宮上総一ノ宮

鶴岡鶴岡鶴岡鶴岡鶴岡鶴岡鶴岡鶴岡鶴岡

郡山郡山郡山郡山郡山郡山郡山郡山郡山

福島福島福島福島福島福島福島福島福島

松江松江松江松江松江松江松江松江松江

松山松山松山松山松山松山松山松山松山 新居浜新居浜新居浜新居浜新居浜新居浜新居浜新居浜新居浜

今治今治今治今治今治今治今治今治今治

出雲市出雲市出雲市出雲市出雲市出雲市出雲市出雲市出雲市

宇和島宇和島宇和島宇和島宇和島宇和島宇和島宇和島宇和島 窪川窪川窪川窪川窪川窪川窪川窪川窪川

佐伯佐伯佐伯佐伯佐伯佐伯佐伯佐伯佐伯

直方直方直方直方直方直方直方直方直方
鳥栖鳥栖鳥栖鳥栖鳥栖鳥栖鳥栖鳥栖鳥栖

小倉小倉小倉小倉小倉小倉小倉小倉小倉

新山口新山口新山口新山口新山口新山口新山口新山口新山口下関下関下関下関下関下関下関下関下関

肥後大津肥後大津肥後大津肥後大津肥後大津肥後大津肥後大津肥後大津肥後大津

博多博多博多博多博多博多博多博多博多

諫早諫早諫早諫早諫早諫早諫早諫早諫早 熊本熊本熊本熊本熊本熊本熊本熊本熊本

新八代新八代新八代新八代新八代新八代新八代新八代新八代 延岡延岡延岡延岡延岡延岡延岡延岡延岡

益田益田益田益田益田益田益田益田益田

肥前山口肥前山口肥前山口肥前山口肥前山口肥前山口肥前山口肥前山口肥前山口

人吉人吉人吉人吉人吉人吉人吉人吉人吉

吉松吉松吉松吉松吉松吉松吉松吉松吉松

宮崎宮崎宮崎宮崎宮崎宮崎宮崎宮崎宮崎

鹿児島中央鹿児島中央鹿児島中央鹿児島中央鹿児島中央鹿児島中央鹿児島中央鹿児島中央鹿児島中央
都城都城都城都城都城都城都城都城都城

酒田酒田酒田酒田酒田酒田酒田酒田酒田

大曲大曲大曲大曲大曲大曲大曲大曲大曲

銚子銚子銚子銚子銚子銚子銚子銚子銚子

日立日立日立日立日立日立日立日立日立

いわきいわきいわきいわきいわきいわきいわきいわきいわき

岩沼岩沼岩沼岩沼岩沼岩沼岩沼岩沼岩沼

仙台仙台仙台仙台仙台仙台仙台仙台仙台

佐世保佐世保佐世保佐世保佐世保佐世保佐世保佐世保佐世保

長崎長崎長崎長崎長崎長崎長崎長崎長崎

青森青森青森青森青森青森青森青森青森弘前弘前弘前弘前弘前弘前弘前弘前弘前 八戸八戸八戸八戸八戸八戸八戸八戸八戸

盛岡盛岡盛岡盛岡盛岡盛岡盛岡盛岡盛岡秋田秋田秋田秋田秋田秋田秋田秋田秋田

山形山形山形山形山形山形山形山形山形

越後湯沢越後湯沢越後湯沢越後湯沢越後湯沢越後湯沢越後湯沢越後湯沢越後湯沢

長野長野長野長野長野長野長野長野長野

高山高山高山高山高山高山高山高山高山

福知山福知山福知山福知山福知山福知山福知山福知山福知山

大分大分大分大分大分大分大分大分大分

新庄新庄新庄新庄新庄新庄新庄新庄新庄

飯田飯田飯田飯田飯田飯田飯田飯田飯田

万座･鹿沢口万座･鹿沢口万座･鹿沢口万座･鹿沢口万座･鹿沢口万座･鹿沢口万座･鹿沢口万座･鹿沢口万座･鹿沢口

姫路姫路姫路姫路姫路姫路姫路姫路姫路

函館函館函館函館函館函館函館函館函館

東室蘭東室蘭東室蘭東室蘭東室蘭東室蘭東室蘭東室蘭東室蘭

釧路釧路釧路釧路釧路釧路釧路釧路釧路

帯広帯広帯広帯広帯広帯広帯広帯広帯広
札幌札幌札幌札幌札幌札幌札幌札幌札幌

旭川旭川旭川旭川旭川旭川旭川旭川旭川

北見北見北見北見北見北見北見北見北見

稚内稚内稚内稚内稚内稚内稚内稚内稚内

名寄名寄名寄名寄名寄名寄名寄名寄名寄

網走網走網走網走網走網走網走網走網走

最高速度が130km/h以上に向上した事例
（1998→2006）

新幹線（2006年4月時点）

宗谷線
旭川～名寄（76 km）

95→130 km/h

新型車両導入、

曲線・構内改良

※JR優等列車の走行区間（新幹線を除く。）

新幹線と並行する在来線を除く。

＜最高速度130km/h以上の区間の拡大＞

「130km/h以上」 ：
３０ ％(1998年) → ３５ ％(2006年)

凡例

＜最高速度の現状＞

130 km/h ～

100 ～ 130 km/h

100 km/h 未満

最高速度 (2006年)

3,114 km

2,795 km

5,865 km

6,458 km

0% 20% 40% 60% 80% 100%

130km/h以上 130km/h未満

1998年
3月

2006年
3月

30%

35% 65%

70% 東北線
八戸～青森（96 km）

120→130 km/h

新型車両導入

奥羽線
山形～新庄（62 km）

95→130 km/h

山形新幹線延伸

東海道・山陽線
大阪～姫路（88 km）

120→130 km/h

ダイヤ改正

３



整備新幹線の開業や施設改良等により、５大都市（東京、札幌、名古屋、大阪、福岡）からの
３時間到達圏域は、面積ベースで全国の約６割、人口ベースで約９割をカバーするに至っている。

在来幹線鉄道の整備状況（５大都市圏からの３時間到達圏人口の推移）

○

＜５大都市から3時間到達圏域の推移及び現状＞

1998年 2006年

営業キロ（km） 14,984 (73.4％) 15,413 (74.8％)

人口（百万人） 111 (87.8％) 113 (88.6％)

面積（千km2） 222 (58.7％) 225 (59.7％)

※５大都市圏（駅）から各市町村中心部までの
最短到達時分により算出
人口、面積、市町村区分は2000年時点

凡例

3時間到達圏

1998年

1998年から2006年の間に
増えた区間

3時間到達圏域

1998年から2006年の間に
増えた区域

1998年

東北新幹線（盛岡～八戸）開業

施設改良（南千歳～釧路）及び
新型車両導入による速度向上

山形新幹線新庄延伸

施設改良（智頭～米子）による
速度向上

施設改良（大分～佐伯）
による速度向上

九州新幹線（新八代～
鹿児島中央）開業

施設改良（高松～徳島）及び
新型車両導入による速度向上

４



在来幹線鉄道の競争力の現状

室蘭

札幌～室蘭(136 km)
鉄道 ：１時間４６分（2,300～4,170円）[16往復]

高速バス：２時間００分（1,875～2,300円）[14往復]
60%40%

80%

20%札幌～旭川(137 km)
鉄道 ：１時間２５分（2,470～4,170円）[35往復]

高速バス：１時間５７分（1,875～2,470円）[37往復]

大阪～米子(343 km)
鉄道 ：３時間１０分（5,500～9,880円）[15往復]

高速バス：３時間５５分（ 4,700円）[12往復]

40%60%

48%52%
大阪～高松(252 km)

鉄道 ：１時間５４分（6,400～7,620円）[35往復]
高速バス：３時間１５分（3,200～3,800円）[52往復]

40%60%
高松～高知(159 km)

鉄道 ：２時間２１分（3,100～4,760円）[16往復]
高速バス：２時間０４分（3,000～3,300円）[13往復]

博多～大分(200 km)
鉄道 ：２時間００分（2,500～5,750円）[31往復]

高速バス：２時間１１分（2,000～3,100円）[52往復]
65%

35%

博多～長崎(154 km)
鉄道 ：１時間４５分（2,500～4,910円）[25往復]

高速バス：２時間０７分（2,000～2,500円）[62往復]

65%
35%

※鉄道所要時間・運賃・本数は「JR時刻表2006.4」による。
バスの所要時間・運賃・本数は「高速バス時刻表2006夏号」による。
所要時間は鉄道・高速バスとも平均所要時間。
運賃は鉄道・高速バスとも（「割引運賃～正規運賃」）で記載。
シェアはＪＲからのヒアリングによる参考値。
（但し新宿～松本のシェアは、幹線旅客純流動調査による）

74%

26%新宿～松本(225 km)
鉄道 ：２時間４３分（ 6,710円）[18往復]

高速バス：３時間１０分（2,975～3,400円）[17往復]

凡例

鉄道
シェア

高速バス
シェア

○ 在来幹線鉄道と高速バスが競合している区間では、運賃が低廉な高速バスに対し、鉄道が速達性で対抗して
いる場合が多い。
○ 高速道路の整備により高速バスが速達性でも拮抗したり、優位に立つ区間が現れており、鉄道の競争力を回
復する上では高速化による速達性向上も重要と考えられる。

５



○ 国は、幹線鉄道等活性化事業費補助により、地方と協調して幹線鉄道の高速化を支援している
が、効率的・効果的な支援が今後も重要である。

在来幹線鉄道を対象とする現行補助制度

六日町犀潟

北越北線

（六日町～犀潟）

平成元年度～平成９年度

事業費２２０億円（うち国費４４億円）

肥後大津

鹿児島中央

佐伯

児島

奥羽線（山形新幹線）

（福島～山形）

昭和６３年度～平成４年度

事業費２３７億円

（うち国費４７億円）

は、まちづくり事業連携

宇野線・本四備讃線

（岡山～児島）

平成１５年度～平成２０年度（予定）

事業費２７億円（うち国費７億円）

宗谷線

（旭川～名寄）

平成９年度～平成１１年度

事業費３２億円（うち国費６億円）

石勝線・根室線

（南千歳～釧路）

平成５年度（補正）～平成８年度

事業費１０６億円（うち国費２１億円）

日豊線

（大分～佐伯）

平成１３年度～平成１５年度

事業費２３億円（うち国費６億円）

豊肥線

（熊本～肥後大津）

平成９年度～平成１１年度

事業費３７億円（うち国費７億円）

国及び地方公共団体の補助率（同額補助）

高速化事業 ： ２／１０

まちづくり事業と連携した在来線の
高速化事業 ： １／ ３

・高速輸送体系の形成の促進を図るため、線形
改良や軌道強化等を行うことにより、在来幹
線鉄道の高速化を図る。
・駅周辺整備や立体交差化等のまちづくり事業
と連携し、相乗的な沿線地域の活性化を図る。

国 地方 鉄道事業者

第３セクター

施設改良・保有

鉄道事業者

貸付使用料

出資・補助 出資
補助

借入金等

南千歳

＜幹線鉄道等活性化事業費補助制度の概要＞

６



地方から高速化の要望がある主な路線

 

名古屋

福知山

篠山口

新
宮

徳
島

高
松

高
知

松
山

宇和島

姫路

鳥取

城崎温泉

伯耆大山

米子
松江

岡
山

出雲市

新潟

会津
若松

郡山

新庄

大曲

秋田

能代

弘前

青森

佐伯

宮崎

吉松

隼人鹿児島

和田山

松本

新宿

いわ
き

名寄

稚内

旭川
網走

山形

札幌

○ 多くの地域から在来幹線鉄道の高速化についての要望がある。

上郡

四日市

新大阪

宗谷線
石北線

奥羽線

奥羽線
（秋田新幹線延伸）

羽越線

奥羽線
（山形新幹線延伸）

奥羽線
（山形新幹線複線化）

常磐線

磐越西線

中央線

伯備線

山陰線
播但線

関西線
紀勢線予讃線

智頭線
因美線

阪和線
紀勢線

日豊線

肥薩線
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幹線鉄道高速化の課題

19号答申に基づき、在来幹線鉄道の高速化が各地で進められてきているが、表定速度90km/h以上の区
間は在来幹線鉄道全体の３割強にとどまっているなど、高速化はまだ十分な水準にあるとは言えないので
はないか。また、地方からの高速化についての要望も多い。

高速道路の整備により、高速バスが運賃に加え速達性でも優位に立ったり、拮抗する区間が現れており、
鉄道の競争力を回復することが重要ではないか。

①

②

基本スタンス

幹線鉄道の高速化は、地域活性化、地域間の交流・連携の強化、利用者利便の向上等の観点から重要
であり、今後もさらに高速化による速達性向上を推進。
○

高速化は、輸送需要の動向、収支採算性等を総合的に勘案した上で、基本的には鉄道事業者の経営判
断により行われるものであることから、地域と鉄道事業者が十分に検討を行い、案件の成熟度を高めてい
くことが重要。国は、必要に応じて、幹線鉄道等活性化補助制度により、地方と協調して支援。

○

○ 鉄道事業者の投資意欲を喚起するため、利用者の増加を図っていく必要があるが、鉄道事業者と地域等
の関係者により効果的な取り組みが行われているか。

問題意識

○ 事業費負担の点からも、地域の負担意欲が大きな要素となるが、一方で地方自治体の財政事情は厳しい
状況にある。

○ 国は、補助制度を活用し、地方自治体と協調して幹線鉄道の高速化を支援しているが、より効果的な支援
を行うためにはどうすべきか。

課 題
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鹿児島中央

新八代

佐世保

高速化事業実施路線・実施予定路線の類型化

路線の特性・類型

新幹線フィーダー

高速道路との競合路線

３時間圏拡大に大きく関与

新庄

児島

六日町犀潟

佐伯

函館線

（札幌～旭川）

新型車両導入

平成１９年１０月（予定）

宗谷線

（旭川～名寄）

札幌～名寄 73.8km/h→95.4km/h
曲線・構内改良、新型車両導入

平成１２年３月 北越北線（ほくほく線）

（六日町～犀潟）

東京～金沢 124.0km/h
新線整備

平成９年３月

奥羽線（山形新幹線）

（山形～新庄）

72.4km/h→99.7km/h
改軌、曲線・構内改良

平成１１年１２月

奥羽線（山形新幹線）

（福島～山形）

68.8km/h→87.1km/h
三線軌化、曲線・構内改良

平成４年７月

田沢湖線・奥羽線（秋田新幹線）

（盛岡～秋田）

71.4km/h→90.9km/h
三線軌化、曲線・構内改良

平成９年３月

宇野線・本四備讃線

（岡山～児島）

曲線改良・部分複線化

平成２０年予定

山陰線

（鳥取～米子）

79.5km/h→99.3km/h
曲線・構内改良

平成１５年１０月

日豊線

（大分～佐伯）

66.0km/h→74.9km/h
軌道強化

平成１６年３月

北陸線

（米原～金沢）

93.8km/h→100.0km/h
新型車両導入

平成１５年３月

地域主体の事業

まちづくりや観光との連携

智頭

上郡

智頭線・因美線（智頭急行）

（上郡～鳥取）

大阪～鳥取 66.0km/h→82.1km/h
新線整備

平成６年１２月

○ 高速化事業を効率的・効果的に進める上では、路線の性格や役割に即して特に優先的に高速
化を図るべき範囲を絞り込んでいくことも有効な方策と考えられる。
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幹線鉄道ネットワークの質を向上させるための多角的な施策

【高速化のための整備】
○新線整備
（ほくほく線（北越北線）、智頭急行（智頭線・因美線））

○新在直通化
（山形新幹線（奥羽線）・秋田新幹線（奥羽線・田沢湖線））

○線形改良・軌道強化
（日豊線、宗谷線、山陰線、宇野線・本四備讃線等）

○高速新型車両の導入
（スーパー宗谷（JR北海道）、
スーパーまつかぜ（JR西日本）等）

【輸送サービスの向上】
○新型車両の導入
（あずさ（JR東日本）、白いかもめ（JR九州）等）

○運行本数増加
（フレッシュひたち（JR東日本）、まいづる（JR西日本）等）

○アコモデーションの向上
（uシート（千歳空港～旭川）（JR北海道）等）

【輸送サービスのシームレス化】
○直通運転化、同一ホーム乗換
（宇都宮線－東武日光線、新八代駅等）

○パーク＆ライド
（JR利用者に対する格安料金の設定（JR北海道）
山形新幹線（山形－新庄）各駅の無料駐車場設置等））

○他交通モードとの連携
（トレン太くん（JR東日本）、
タクシー乗車券とセットの企画きっぷ（JR東海）等）

【需要創出策】
○観光振興との連携
（熊野古道キャンペーン（JR西日本）
あいづディスティネーションキャンペーン（JR東日本）等）

○企画切符、企画商品等の開発
（特急定期券（JR四国）、特急回数券（JR九州）等）

○まちづくりとの連携
（札幌駅JRタワー（JR北海道）、
駅ビルの開発（長崎、小倉、鹿児島中央）（JR九州）等）

○ 幹線鉄道の活性化を図るため、国の支援や地域との連携の下で鉄道事業者は高速化以外
にも様々な施策に取り組んでいる。
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東舞鶴

直通特急「まいづる」の増発

京都～綾部～東舞鶴

綾部駅で分併することで、京都・舞鶴
相互間の直通特急を増発

平成１５年１０月～

東武日光
鬼怒川温泉

栗橋

鹿児島中央

新八代

８０００系リニューアル

岡山・高松～松山

車内のあらゆる箇所にユニバーサルデ
ザインを意識した工夫を施すなど、「癒し
の国四国」をコンセプトとした車両リ
ニューアル

平成１６年１０月～

佐世保

ＪＲ九州各線区内での新型車両の導入

・783系「ハイパーサルーン」
鹿児島線、佐世保線、大村線、長崎線、

日豊線、宮崎空港線

・787系「リレーつばめ」 鹿児島線
・883系「ソニック」 日豊線
・885系「白いかもめ」 長崎線
・885系「白いソニック」 日豊線
・ｷﾊ70・71形、ｷﾊ72形「ゆふいんの森」
久大線

特急「しらさぎ」の新幹線接続ダイヤの改善

米原駅

米原駅で東海道新幹線と特急「しらさぎ」の接続
体系を改善

平均接続時間 平均１０分→平均８分

平成１５年３月

札幌駅ＪＲタワーを中心とした
都市空間の創出

札幌駅

札幌駅前エリアに商業施設、ホ
テル、オフィスなどで構成するＪ
Ｒタワーを建設し、都市空間を
創出

平成１５年３月

長崎駅・小倉駅・鹿児島中央駅
等の駅ビル開発

駅そのものを魅力あるエリアと
し、集客を図るため駅ビルの開
発を行う

・アミュプラザ長崎（長崎駅）

・アミュプラザ小倉（小倉駅）

・アミュプラザ鹿児島
（鹿児島中央駅）

パーク＆トレイン駐車場の整備

旭川・釧路・帯広・函館をはじめ道内５３駅

道内主要駅の駅前に無料または格安の料金で利用できるＪＲ利用者専
用の駐車場を約4,000台整備

新幹線～在来線のシームレスな連携

新八代駅

新八代における新幹線・在来線の同一
ホーム乗り換え

平成16年3月～

ＪＲ九州・特急回数券「２枚きっぷ」、
「４枚きっぷ」

従来の往復・回数券タイプの割引
きっぷを統一し、２枚または４枚セッ
トの特急回数券として設定、割安な
価格設定

これにより特急利用者が増加

パーク＆ライド駐車場設置

駅構内の未活用用地に駐車
場を新設し、ＪＲ利用者のため
の駐車場を整備

指定席のグレードアップ（uシートの導入）
新千歳空港～旭川～札幌

・特急ライラック（新千歳空港まで直通運転）

に指定席「uシート」を導入
・Ｈ１５．３～は同区間の特急スーパーホワイ

トアロー座席数をライラックの２倍に増設

平成１３年７月～

ＪＲ四国・特急利用定期「快て～き」の採用

ＪＲ四国線内～岡山

上記区間において特急列車の自由席を利
用できる、通勤・通学者用の特急利用の定
期券

これにより特急列車の通勤利用が定着化

高速化以外の利便性向上施策の主要事例

特急「フレッシュひたち」の増発

常磐線 上野～いわき間

新型車両（E651系）を導入し、「フレッシュひたち」
を設定。その後、「ひたち」を全て「フレッシュひた
ち」に置き換え、本数増発を繰り返す

平成９年１０月～

凡例

輸送サービスの向上

(新型車両の導入、運行本数増加、
アコモデーションの向上

輸送サービスのシームレス化

（直通運転化、同一ホーム乗換、
パーク＆ライド、他交通モードとの
連携）

需要創出策

（観光振興との連携、企画切符・企画
商品等の開発、まちづくりとの連携）

「ＪＲ・東武 日光・鬼怒川フリーきっぷ」の
販売

日本有数の温泉観光地「鬼怒川温泉」への
便利な企画乗車券を発売

平成１８年３月～

ＪＲと東武線との直通運転

宇都宮線 栗橋駅

栗橋駅構内に接続線を新設し、ＪＲ宇都宮
線と東武日光線を直通化

平成１８年３月～

スーパーくろしお新大阪・京都乗り入れ

京都・新大阪・天王寺～和歌山・紀伊田辺・白浜・新宮

新幹線乗り換えの利便性向上を図ったもの

平成元年７月～

新千歳空港

飛騨古川

下呂

飛騨路フリーきっぷ

フリー区間（下呂～飛騨古川間）

特急「ワイドビューひだ」の特急券・
乗車券とタクシー乗車券またはバス
乗車券がセットになった企画きっぷ

平成１７年６月～

熊野古道キャンペーン

紀勢本線沿線にある「熊野
古道 世界遺産登録」を契
機に、官民一体となった
キャンペーン

平成１６年

福島県あいづディスティネーションキャンペーン

旅客誘致と鉄道利用促進を図ることを目的とした大型
観光キャンペーン

・新宿～喜多方・会津若松間を直通で結ぶ特急「あい
づ」号（土休日に往復１本づつ）など特別列車を運行

・「仏都会津の旅」（仏都めぐり周遊パス）、「日帰り会津
ラーメンと蔵のまち喜多方」など会津の観光素材を活
かした「びゅう商品」を展開

平成１７年７月～９月

在来幹線鉄道の競争力を向上させる上では、高速化と並行して、ユーザーの目から見て鉄道利用が魅力ある
ものとなるようにするためのソフト面の取組みも積極的に展開していくことが有効と考えられる。
○
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東京圏で当面の個別路線目標値180%を超過している９路線

・ＪＲ東日本・京浜東北線（上野～御徒町：214%）
・ＪＲ東日本・東海道線（川崎～品川：198%）
・ＪＲ東日本・横須賀線（新川崎～品川：181%）
・ＪＲ東日本・中央線快速（中野～新宿：211%）
・ＪＲ東日本・常磐線緩行（亀有～綾瀬：182%）
・ＪＲ東日本・総武線緩行（錦糸町～両国：207%）
・東京メトロ・東西線（木場～門前仲町：198%）
・東急・田園都市線（池尻大橋～渋谷：194％)
・小田急・小田原線（世田谷代田～下北沢：188%）

都市鉄道の混雑率緩和に向けた取組みの推進 ①

対 策対 策

○輸送力増強
・複々線化、車両数増、
バイパス新線整備 等

○運行の工夫
・列車間の混雑平準化に
向けた取組（例：東急田園
都市線）等の新しい試み
→今後、その効果について
検証
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110

混雑率（%） 輸送力
輸送量

昭和50年を
100とした指数

S

混雑率の現状混雑率の現状

三大都市圏の混雑率はいずれも緩和傾向にあるが、東京圏を中心とした一部の路線・区間では、今なお高い
混雑率を示している。

混雑率の緩和について、輸送力増強のためのインフラの改良とともに、運行形態の工夫などのソフト面の取
組みについて検討を深める等の対応も必要になっている。

○

○

引き続き
対策を
推進
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都市鉄道の混雑率緩和に向けた取組みの推進 ②

○以下の点について取組・検討が手薄ではないかとの指摘
・ピーク前後の時間帯における混雑
・夕方～夜間の帰宅方向の混雑
・深夜時間帯の混雑

新しい視点新しい視点 今後の検討今後の検討

原因究明と
対策の検討

○都市鉄道整備等基礎
調査における調査
（19年度）

○混雑率データ収集の
充実
（混雑路線における
ピーク前後の時間帯の
混雑率変化の情報
収集等）

○事業者への対応の
働きかけ

時間帯別混雑率〔イメージ図〕

上り 下り

輸送量

輸送力

混雑率

1
4:
0
0-

1
4:
3
0-

1
5:
0
0-

1
5:
3
0-

1
6:
0
0-

1
6:
3
0-

1
7:
0
0-

1
7:
3
0-

18
:0
0
-

1
8:
3
0-

1
9:
0
0-

1
9:
3
0-

2
0:
0
0-

2
0:
3
0-

2
1:
0
0-

21
:3
0
-

2
2:
0
0-

2
2:
3
0-

2
3:
0
0-

2
3:
3
0-

2
4:
0
0-

2
4:
3
0-

1
4:
0
0-

1
4:
3
0-

1
5:
0
0-

1
5:
3
0-

1
6:
0
0-

1
6:
3
0-

1
7:
0
0-

1
7:
3
0-

18
:0
0
-

1
8:
3
0-

1
9:
0
0-

1
9:
3
0-

2
0:
0
0-

2
0:
3
0-

2
1:
0
0-

21
:3
0
-

2
2:
0
0-

2
2:
3
0-

2
3:
0
0-

2
3:
3
0-

2
4:
0
0-

2
4:
3
0-

-
6:
29

6:
30
-

7
:0
0-

7
:3
0-

8
:0
0-

8
:3
0
-

9
:0
0-

9
:3
0
-

10
:0
0-

10
:3
0-

11
:0
0-

11
:3
0-

12
:0
0-

1
2:
30
-

1
3:
00
-

1
3:
30
-

1
4
00

-
6:
29

6:
30
-

7
:0
0-

7
:3
0-

8
:0
0-

8
:3
0
-

9
:0
0-

9
:3
0
-

10
:0
0-

10
:3
0-

11
:0
0-

11
:3
0-

12
:0
0-

1
2:
30
-

1
3:
00
-

1
3:
30
-

1
4
00

朝ピーク時
間後に、混
雑率の上昇
する時間帯
がある？

夜間～深
夜時間帯
の混雑率
が高い？

○ これまで主眼を置いてきたピーク時間帯における混雑対策だけでなく、その前後や深夜時間帯等の混雑につ
いても、詳細を把握した上で対応を検討していく必要がある。
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都市鉄道整備に対する国の支援 ①

鉄道建設・運輸施設整備機構が国土交
通大臣の指示に基づき鉄道施設を建設
後、鉄道事業者へ譲渡。鉄道事業者が
25年割賦払いで支払い。
鉄道建設に係る利息について予算で
定める率を超える部分を、国と地方で1/2
ずつ利子補給
（現在継続中の事業を以て終了）

これまで、都市鉄道整備については、Ｐ線方式、特定都市鉄道整備積立金制度により、新線建設や複々線化
等を進めてきた。
ネットワークが概成しつつあることから、平成１７年に、既存の鉄道ストックを有効活用しつつ、都市鉄道ネット
ワーク機能の高度化を図るため、「都市鉄道利便増進事業」を創設した。
これらに加え、鉄道事業者が自ら行う輸送力増強、バリアフリー、安全対策等の社会的要請の強いものにつ
いては、政策投資銀行（政投銀）による政策金融を通じて支援を行ってきたところであり、これらの整備で政投
銀融資は大きな役割を果たしてきた。

輸送力増強、バリアフリー、
安全対策等の社会的要請
の強いものを対象に、政策
投資銀行により、長期（20
年間）、安定（固定金利）、
低利の政策金融を実施

このほか、地下鉄、ニュータウ
ン鉄道、空港アクセス鉄道整備
に対する補助金がある

都市鉄道利便増進事業 政投銀融資

都市鉄道整備への支援

Ｐ線方式

「都市鉄道等利便増進法」に基づき、公的主
体（鉄道建設・運輸施設整備機構等）が国・地
方よりそれぞれ１/３の補助を受け、連絡線等の
鉄道施設を建設・保有し、運行事業者へ貸付

運行事業者は、施設使用料（受益相当額）を
支払

○

○

○

大規模な輸送力増強工事の費用の一
部をあらかじめ運賃に上乗せし、増収分
を非課税で積立て、工事費に充当。
（現在継続中の事業を以て終了）

特定都市鉄道整備積立金制度

鉄道営業主体
（既存の鉄道事業者）

鉄道整備主体
（公的主体）

国

１ /３

地方

１ /３

借入 等

１/３

償還

トンネル：非課税
駅施設 ：軽減（１／３）

都市鉄道利便増進事業

税制特例

（固定資産税等）

鉄道営業主体
（既存の鉄道事業者）

鉄道整備主体
（公的主体）

国
１/３

地方
１/３

借入等
１/３

施設使用料（受益相当額）

償還

都市鉄道利便増進事業

税制特例
（固定資産税等）

＜補助対象施設＞
・既存の都市鉄道施設の間を連絡する新線の建設や追越施設の整備
・既存の駅施設における乗継等を円滑にするための都市鉄道施設の整備
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都市鉄道整備に対する国の支援 ②

日
本
政
策
投
資
銀
行

（
特
殊
法
人
）

民

営

化

完
全
民
営
化

株式会社化 政府保有株式処分

H20.10～

移行期間

現在

概ね５～７年

政府保証債の発行
財政投融資資金の貸付け

移行措置

政投銀改革の流れ

名称 工事内容 工事期間 効果

【東京急行電鉄】

東急東横線輸送力増強（都心部乗入）

渋谷駅～代官山駅間地下化工事

東京メトロ副都心線との相互直通運転化

和泉多摩川～向ヶ丘遊園間複々線化

平和島～六郷土手間

京急蒲田～大鳥居間

線路の高架化、踏切道の立体化

平成14年5月～
平成27年3月

混雑緩和、速達性向上

【小田急電鉄】

小田原線輸送力増強（複々線化）

平成11年6月～
平成21年3月

輸送力増強、混雑緩和

【京浜急行電鉄】

京急本線／空港線安全防災対策
（立体交差化）

平成13年2月～
平成27年3月

立体化による踏切廃止、交通
渋滞の解消、安全性の向上

主な政投銀融資プロジェクト

平成２０年１０月より、政投銀は民営化（株式会社化）され、概ね５～７年後を目途に完全民営化される予定で
あり、民営化後の資金調達は、低利・長期・固定の財政投融資資金から、市場からの自己調達資金中心となり、
貸出条件の変更が予想される。
現行の政投銀の融資を前提として、既に計画中の社会的要請の強いプロジェクトもあるため、政投銀民営化
後においても影響が生じないよう、少なくとも財投資金等の移行措置がある移行期間中においては、長期・安定
的な貸付けが確保されることが必要と考えられる。

○

○
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0

500

1,000

1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31 33 35 37 39

経年

両数
新製
更新
未更新

平均経年
（２２年）

貨車 （保有車両数 ：９，０６７両）

0

40

80

1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31 33 35 37 39

経年

両数

新製
更新
未更新

未更新車両が
２２５両（２８％）

機関車 （保有車両数 ：８０６両）

平均経年
（２７年）

（参考）ＪＲ貨物の車両の新製、更新等と政投銀融資

○ JR貨物発足以降、車両の新製、更新等に対する投資を積極的に行い、また、近年、機関車の新製のペースを
スピードアップしてきているものの、旧国鉄時代に貨物鉄道に対する投資を抑制したことに伴い、依然として旧国

鉄から承継した老朽車両を多数保有しており、車両故障等による輸送障害の発生が安全・安定輸送を確保してい

く上での障害の一因となっている。

○ このような状況を早く解消するとともに、安全・安定輸送の確保を通じた利用者の利便性向上を図るため、ＪＲ

貨物が行う車両の新製、更新等に関し、政投銀による政策金融を通じて支援を行ってきたところであり、政投銀民

営化後においても、車両の円滑な新製、更新等が確保されるよう、少なくとも財投資金等の移行措置がある期間

中においては、長期・安定的な貸付けが確保されることが必要と考えられる。

利用者の利便性向上及び安全対策の観点から、
ＪＲ貨物の行う車両の新製、更新等に対し、政策
投資銀行により、長期（２０年間）、安定（固定金
利）、低利の政策金融を実施。

 新  製 更  新
機関車 205 393
貨　 車 3,285 3,355

実 績 （両）

車両の新製、更新等の状況ＪＲ貨物に対する政投銀融資の概要

未更新車両が
８４７両（９％）
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地方鉄道の現状と課題

○ 地方鉄道を取り巻く経営環境が厳しさを増す中、人員削減等の合理化努力は限界に達しつつある一方、
車両等の老朽化に伴って新たなニーズへの対応が困難となるためにさらに利用者が減少するという悪循環
も生じている。

○ 地方自治体による支援も活発化してきているが、沿線自治体が支援に意欲的とされる「再生計画」
策定事業者の場合でも、自治体が国のスキームとは別に独自に財政支援を行っているケースは３／４に
とどまるなど、まだ十分とは言えない。

70

80

90

100

62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

年　度

鉄
軌
道
社
員
数

20

25

30

35

40

45

50

55

62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

年　度

輸
送
人
員

１～１０年

１１～２０年

２１～３０年

３１年以上

※平成17年度「再生計画」策定事業者（19社）

鉄軌道部門社員数の推移

経常収支
平成17年度（鉄軌道業）

※平成17年度における中小民鉄、転換鉄道等とし、ＪＲや大手
民鉄のローカル線は含まない（92社）

出典：鉄道統計年報出典：鉄道統計年報 昭和62年度から平成17年度の期間に廃止・開業等に伴う営業路線の変化がない事業者（72社）出典：鉄道統計年報

輸送人員の推移

※「平成19年近代化補助設備整備状況調査書」提出事業者（66社）

昭和62年度から平成17年度の期間に廃止・開業等に伴う営業路線の変化がない事業者（72社）

（単位：千万人） （単位：百人）

地方自治体から支援
協調補助以外の財政支援

主な支援内容
・補修費等の経費負担
・近代化補助事業以外の設備投資に対
する独自支援
・運営費の補助等

支援なし：
5社、26％

赤字：

72社、78％

支援あり：
14社、74％640両、

56％

151両、
13％

202両、
17％

162両、
14％

黒字：
20社、22％

車齢の現状

昭和６２年から約１９％減少
昭和６２年から約２８％減少

老朽化が進み新たなニーズへの対応が困難
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地方鉄道に対する支援の現状①

○ 地方鉄道のサービスの維持・改善のために活用できる国の支援制度としては、近代化補助金・幹線
鉄道等活性化補助金・災害復旧補助金・踏切補助金・まちづくり交付金等がある。

○ 国の支援とは別に、沿線自治体が運営費等への補助、出資、資産保有等を行ったり、地域の住民や
ＮＰＯが独自の支援を行うケースも増えている。

予算額(億円)

H17 H18 H19

安全対策設備の整備
国 ：1/5～2/5
地方：1/5～2/5

鉄道事業者と地元関係者が連携して作成した再生計画に
基づく活性化に著しい効果が期待できる設備整備

国：1/3
地方：1/3

幹線鉄道等活性
化事業費補助

まちづくりと連携した高速化、乗継円滑化のための鉄道施
設の整備

国：1/5～1/3
地方：1/5～1/3

鉄道施設の整備・保有を
目的とする第三ｾｸﾀｰ

４ ６ ７

災害復旧事業費
補助

鉄道事業者が大規模な天然災害を受けた場合の復旧事業
費

国：1/4
地方:1/4※

営業損失又は経常損失(直
近3カ年）等

0.7 0.7 0.7

踏切保安設備整
備費補助

踏切道改良促進法による保安設備整備計画に基づく踏切
保安設備整備

国 :1/2
地方：1/3

経常損失又は一定規模の
営業黒字事業者

２ ２ 1.8

原則として赤字路線（経常
損失）かつ、全事業で赤字
又は一定規模の黒字事業
者

２５ ２６ ２４
鉄道軌道近代化
設備整備費補助

補助対象事業 補助率 補助対象事業者等

国の支援制度

※災害復旧事業費補助に限り、自治体の補助負担分について、特別地方交付税の交付対象となっている（他は、自治体の補助負担分に係る地方交付税措置は無い）

まちづくり交付金の活用事例

三岐鉄道北勢線 ⇒Ｐ＆Ｒ駐車場・駐輪場・周辺道路等の整備
富山ライトレール ⇒駅前広場・フィーダーﾊﾞｽ等の整備

市町村の策定するまちづくり計画に対して総合的に支援する交付金
で、既存の補助事業対象だけでなく、市町村が提案する事業も支援
対象

ＥＳＴモデル事業推進費の活用事例

環境的に持続可能な交通（EST）の実現を目指す先導的な地域
として、公募選定したESTモデル事業の実施地域において、公
共交通機関の利用促進のための普及啓発等の委託経費を環境
省予算（石油・ｴﾈﾙｷﾞｰ特別会計）から支援

等
三重県北勢地区（三岐鉄道関係）
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地方鉄道に対する支援の現状②

上毛電気鉄道
平成10年より、県・沿線自治体が、電路・線路・車両等の維持補修費及び近代化補
助における事業者負担分を負担。
鉄道に係る固定資産税収相当額を沿線自治体が補助

三岐鉄道 北勢線
（H15.4～）

沿線自治体が、近代化補助の事業者負担分、運営費等に充てるため10年間で約55億
円を運営資金として支出。
沿線自治体が、土地を取得・保有し、三岐鉄道へ無償貸与

えちぜん鉄道
（H15.7～）

福井県が、資産取得費及び休止していた路線の運転再開に必要な安全対策経費（約
47億円）並びに10年間で必要な安全対策経費（約39億円）を負担
沿線自治体が、運営費に対する財政支援として10年間で約27億円を負担

※上記のほか、和歌山電鐵、養老鉄道（H19.10～）など、鉄道事業者に対し、沿線自治体が運営費支援等を行っている例がある。

しなの鉄道 レール・車両の保守費の一部をサポーターが支援

和歌山電鐵
いちご電車改装費をサポーターが支援
沿線住民による駅の清掃活動

えちぜん鉄道 地元住民による出資（約5千万円）

住
民
の
支
援

沿
線
自
治
体
の
資
金
等
支
援

地域が独自に行っている支援の例
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地域がささえる地方鉄道再生事例①（えちぜん鉄道）

【概要】
京福電気鉄道（株）は、輸送人員の減少と二度にわたる列車衝突事故により、越前線（越前本線、三
国芦原線、永平寺線）の廃止届出をＨ13年10月に提出した。
このうち、越前本線と三国芦原線について、沿線市町村による第三セクター「えちぜん鉄道（株）」が
営業譲渡を受け、Ｈ15年7月に運転を再開した。

施設整備費
を補助

運営費を補助えちぜん鉄道（一種）えちぜん鉄道（一種）えちぜん鉄道（一種）

資本金：５．４億円

沿線市町
65.9%

民間
34.1%

資本金：５．４億円

沿線市町
65.9%

民間
34.1%

三セク設立(H14.9月)三セク設立(H14.9月)

えちぜん鉄道（一種）えちぜん鉄道（一種）えちぜん鉄道（一種）

愛知環状鉄道
からの無償譲渡

福井県福井県福井県

取得費及び運転
再開に必要な工
事費を補助

(約47億円)

福井県福井県福井県

車両取得

インフラ取得

土地取得

有償譲渡
(約34.3億円)

インフラ保有

土地保有

車両保有

運 行

京福電気鉄道京福電気鉄道京福電気鉄道

一部路線を譲渡一部路線を譲渡

沿線市町沿線沿線市町市町

新体制による運営スキーム経 営 再 編 （民鉄→三セク）

H15.7H15.7月運行再開月運行再開

10年間で
約39億円
を想定

近代化補助ほか
（事業者負担あり）

10年間で
約27億円
を想定

【スキーム】

○ ２度の列車衝突事故により廃止されるに至った地方民鉄の路線の一部について、県・沿線市町村が設立した
第三セクターが営業を継承し、国の近代化設備整備費補助の活用により鉄道サービスの存続・充実を図っている。
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【概要】
近畿日本鉄道（株）は、輸送人員の減少による赤字経営に歯止めが掛からないことから、
北勢線の廃止届出をＨ14年3月に提出した。
このため、三岐鉄道（株）が営業譲渡を受け、県、沿線自治体が財政支援を行うことによ
り、路線の存続が図られた。

地域がささえる地方鉄道再生事例②（三岐鉄道）

沿線市町沿線沿線市町市町沿線市町沿線沿線市町市町

三岐鉄道（一種）三岐鉄道三岐鉄道（一種）（一種）
資本金の増資等はなし

車両取得

インフラ取得

土地取得

三岐鉄道（一種）三岐鉄道三岐鉄道（一種）（一種）

インフラ保有

土地保有

車両保有

三重県三重三重県県

三重県三重県三重県

有償譲渡
（約3.6億円）

無償譲渡

運 行

近 鉄近近 鉄鉄

北勢線事業を譲渡北勢線事業を譲渡

新体制による運営スキーム経 営 再 編 （民鉄→民鉄（既存会社）＋自治体）

取得費補助
(1.8億円）

運営費
を補助

北勢線施設整備㈱北勢線施設整備㈱北勢線施設整備㈱
三セク設立(H16.4月)三セク三セク設立設立(H16.4(H16.4月月))

高速化にかかる
インフラ整備

資本金：１千万円

沿線市町
50%

三岐鉄道
50%

資本金：１千万円

沿線市町
50%

三岐鉄道
50%

整備費補助
(約10億円）

北勢線施設整備㈱北勢線施設整備㈱北勢線施設整備㈱

高速化にかかる
インフラ保有

無償
貸与

10年間で
約20億円
を想定

施設整備費
を補助

近代化補助ほか

沿線市町は
近代化補助
にかかる事
業者負担分
も補助

H15.4H15.4月～（北勢線施設整備との関係は月～（北勢線施設整備との関係はH16H16～）～）

有償貸付

【スキーム】

○ 大手民鉄が廃止を届け出た支線について、県・沿線市町村が財政支援を行うことを前提に近隣の地方民鉄が
営業を継承し、国の近代化設備整備費補助や幹線鉄道等活性化事業費補助を受けながら鉄道サービスの存続・
充実を図っている。
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地方鉄道の活性化に向けた国の財政支援・地域の支援に関する課題

地方鉄道について利用者利便の抜本的な改善や安全性の大幅な向上を図るためには、老朽化している
施設の改修・改良等について相当な規模の設備投資を行う必要があるのではないか。

『経費削減のための運行本数の減少、施設改善の取組の遅れ⇒需要の減少⇒路線廃止』といったこれま
での悪循環から脱却するためには、地域の多様な関係者が主体的に地域の公共交通のあり方を考え、地
域の鉄道を支える取り組みを着実に実施することが必要ではないか。

①

②

財政上の支援の課題

○

現在の国の補助制度は、地域の意欲と取り組みの効果に即して、的確かつ必要な支援を行うことができ
る制度といえるか。
○

まちづくりや地球環境保全を目的とした国の支援制度についても、地方鉄道の活性化への活用を進め
るべきではないか。
○

地域の支援の課題

○

○

経営状況や、路線維持が容易ではない状況について、事業者から地域へ十分に情報提供等が行われ、
マイレール意識の昂揚が図られているか。

地域が主体的に鉄道の活性化に取り組もうとした場合、他の鉄道での成功事例、他地域の取組み状況
等の情報に対して、容易に検索やアクセスができる体制が整備されているか。

問題意識

自治体が主体的に鉄道の活性化に取り組もうとしても、自治体の財政事情を鑑みると、取組みを進める
ために必要な規模の財政支出は容易ではないのではないか。
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地方鉄道の運営形態の変更に伴う資産の譲渡と税制

○ 経営が行き詰まった地方鉄道の路線について経営形態を変更して再生を図る場合、再生 の受け
皿となる新会社への資産の譲渡に伴って発生する税金が再生の障壁となりうる。

特例により10年度分1/2

－ 特例により非課税

特例により非課税

ＪＲ 承継三セク

「時価－譲渡価額」を
益金算入

固定資産税 － 課税 －

「時価－簿価」を
益金算入

不動産取得税 － 課税 －

旧会社 新会社

登録免許税 － 課税

法人税
「時価－簿価」を
益金算入

「時価－譲渡価額」を
益金算入

【鉄道施設やその用地の譲渡により生ずる課税】 【並行在来線の場合の扱い】

旧会社 新会社 ＪＲ 承継三セク
有償譲渡 有償譲渡
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地域公共交通活性化・再生法の下で可能になるＬＲＴ整備の新手法

○ 地域公共交通活性化・再生法上に盛り込まれたＬＲＴに関する上下分離制度により、事業者のインフラ整備負
担を軽減した上で効率的な整備と整備後の安全運行・安定経営を確保することができるようになった。
○ 各地域がいわゆる「公設民営」方式によりＬＲＴプロジェクトを推進する上では、この新制度を効果的に活用する
ことがポイントになっている。

軌道運送事業者

軌道整備事業者（地方公共団体等）

施設の
貸付け

貸付料の
支払い

施設（※）を借り受けて運行。

線路・電気設備・信号施設などの施設（※）を
建設し、保有。

使用条件（賃料等）、
管理責任に関する
契約

制度面 財政面

ＬＲＴの運行を行う事
業者は、「軌道運送事
業者」の特許を取得。

＊

ＬＲＴの施設を整備、
保有する地方公共団体
等は、「軌道整備事業
者」の特許を取得。

＊

安全性、継続性を確保安全性、継続性を確保
するため、上下間の契するため、上下間の契
約、体制等を大臣認定約、体制等を大臣認定
の際にチェックの際にチェック

国や地方公共団
体が車両購入費
等を補助

＊

国が地方公共団
体等の施設整備主
体に対して建設費
等を補助

＊

（※）車両を含む場合も想定しうる。 ２４



ＬＲＴ整備構想の例

○ 現在、全国各地で、ＬＲＴの導入計画について地域の関係者の間で検討が進められている。
○ これらの構想の中には、自治体が資本費を負担し、地元の運営事業者が運営を行ういわゆる「上下
分離方式」を前提として検討が進められているものもある。

• 堺市が南北に偏在する堺市内の鉄軌道路線を東西方向に結節するため、
既存の道路空間活用したＬＲＴの導入を検討中。

• 臨海部から堺市駅間約8kmを予定し、早期開業区間として、堺駅～堺東
駅間の約1.7kmを先行して整備する方針。

• 堺市がＬＲＴ施設の整備・保有を行い、公募で選定された民間軌道事業者
が運営を行うスキームを検討中。

• 富山市が富山市内軌道の環状線化を検討中。

• 富山市がＬＲＴ施設の整備費用負担と保有を行い、地元事業者が
施設整備・運営を行うスキームを検討中。

富山市の構想

計画全体区間（臨海部～堺市駅）約
8.4km
段階整備区間（臨海部～堺東駅）約
6.8km

早期開業区間
（堺駅～堺東駅）
約1.7km

事業化検討区間
（堺東駅～堺市駅）約
1.6km

堺市駅
堺東駅

堺駅 大
小
路ル

ー
ト

南
海
本
線 阪

堺
線

南
海
高
野
線

Ｊ
Ｒ
阪
和
線

堺浜

都市再生緊急整備地域

「堺臨海地域」

都市再生緊急整備地域

「堺東駅西地域」

◆事業概要◆事業概要

堺市の構想

＜延伸計画の概要＞
(1)延長 約0.9km

（環状区間 約3.5km）
(2)軌道 単線
(3)電停 ３ヶ所程度（新設）

現行の市内電車の系統は変更せず、環
状運行の系統を新たに追加し、片方向
反時計回りの運行を基本案とする。
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地方鉄道を観光鉄道に転換する場合の課題

○ 休廃止した地方鉄道を観光鉄道に転換させようとする構想が複数現れているが、先行事例のない分野であり、
また、このようなケースを想定した国等の支援制度もないことなどから、試行錯誤的な取組みとならざるを得ない
状況にある。

【鉄道事業法で事業許可の基準を緩和】

①事業の安全性
②申請者の事業遂行能力

についてのみ審査。

※「経営上の適切性（継続性･安定性等）」及び「事業
遂行上の適切性（周辺土地利用計画との整合性
等）」についての審査は省略。

【地元で検討中の事例】

○神岡鉄道

・ 平成18年12月1日に廃止。

・ 飛騨市が、沿線の観光資源を
有効活用するため、神岡鉄道
の復活･運行を検討中。

○高千穂鉄道

・ 平成17年9月の台風被害により
全線運行休止。

・ 一部区間（延岡～槇峰）につい
て廃止届出済み（H18.9.5）、
平成19年9月6日廃止予定。

・ 残りの区間（槇峰～高千穂）に
ついて、新会社による運行再開
に向け、地元において検討中。

○ビジネスモデルやノウハウの不足

・地方鉄道を観光鉄道に転換した事例がなく、ビジネ
スモデルが確立されていない。

・自治体、観光事業者などが取り組むことが多いが、
手続面なども含め鉄道事業を立ち上げるための
ノウハウが不足している。

○支援制度の不在

・通勤・通学の足である鉄道を営業中の事業者を念
頭においている近代化補助、災害復旧費補助は、観
光を目的とした鉄道、新たに設立された会社等への
適用を想定していない。

制度的な枠組み

実現に至らない要因

20.9ｋｍ

29.1ｋｍ

高
千
穂

延
岡

高
千
穂
町

日之影町
ひのかげ

延岡市

休
止
区
間

廃止届出区間

槇峰

奥飛騨温泉口

猪谷

神岡宇宙素粒子研究所

（カミオカンデ）

富山市

飛騨市
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国の目標

○バリアフリー法に基づく「基本方針」
⇒ 平成22年までに、原則100％

○「社会資本整備重点計画」（閣議決定）
⇒ 平成19年度 7割強

進捗状況の評価

○平成17年度は、段差解消された駅の割合が
対前年度比7％増加するなど、着実に進捗。

○しかしながら、なお多数の駅が未整備で残さ
れており、平成22年に向けて、一層の努力が
必要。

4 4 %
4 9 %

5 6 %

1 0 0 %

3 9 %

3 3 %
2 9 %

7 割 強

H1 2末 H 1 3末 H 1 4末 H 1 5末 H 1 6末 H 1 7末 H 1 9末 H 2 2末

段差解消された駅の割合と目標

鉄道駅のバリアフリー化の目標と進捗状況

○ 1日当たりの乗降客数が5千人以上の駅について、平成22年までに、原則として全て段差解消す
ること等を目標と定めて取組みを進めている。
○ 平成17年度末時点における段差解消率は56%、平成18年度末の見込は63%となっている。
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5千人以上/未満の駅の数と乗降客数
（平成17年度末現在）

鉄道駅のバリアフリー化の目標の考え方

○ 1日当たりの乗降客数が5千人以上の駅は、駅数では全鉄道駅の3割弱に過ぎないが、乗降客
数のシェアで見ると全鉄道利用者の94.5％を占めている。

5千人以上の駅 5千人未満の駅 合計

駅数
2,771駅
(29.2%)

6,725駅
(70.8%)

9,496駅
(100%)

乗降客数の合計
11,106万人

(94.5%)
649万人
(5.5%)

11,755万人
(100%)
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バリアフリー化整備が困難なケース

５千人以上の駅の目標達成に向けた課題

○ 平成２２年の目標達成に向けて、取組みをさらに加速化させていく必要があるが、その場合、

立地条件等による制約から、バリアフリー化整備が困難な駅にどう対応していくかが重要な課題
となっている。

◆空間的制約があるケース

・道路や他鉄道に挟まれるなど、ホーム幅や階段幅が狭隘な駅のため、導入空間の確保ができな
いケース（掘割構造の駅等）

・地上への出入口となる用地が確保できないケース（地下駅）

◆大規模改良が必要なために財政的制約があるケース

・駅構内等が狭隘のため、橋上駅舎化等の大規模な改良工事が必要なケース（地平駅）

・駅構内等が狭隘のため、掘削等の大規模な改良工事が必要なケース（地下駅等）

・導入空間確保のため、大規模な人工地盤整備が必要なケース（橋上駅等）

ホームが狭隘で、さらに両
側を道路と他社鉄道に挟ま
れ拡幅も困難な例

階段・ホーム幅とも狭隘で、
エレベーターの導入空間を
確保できない例
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814億円
(100%)

７億円【36駅】
(1%)

807億円
(99%)(H10～H19の合計)

国の補助金額

2,682駅
(28%)

1,122駅
(17%)

1,560駅
(56%)

うち、段差解消された
ものの数(※1)

(H17末
現在)

9,496駅6,725駅2,771駅駅 数

合計5千人未満の駅5千人以上の駅

注） (※1) 国の補助金を受けずに段差解消されたものも含む。

５千人未満の駅のバリアフリー化の現状

○ これまでのバリアフリー化の推進においては、限られた財源で効果的に支援し、バリアフリー化
の果実を得られるようにするため、5千人以上の駅に重点化しながら取組みを進めてきた。
○ 並行して、５千人未満の駅についても、高齢者等の利用が多い等、駅の利用状況から見て、バリ
アフリー化を行う必要性が高く、駅周辺のバリアフリー化と連携した事業等（市町村が移動円滑化
基準基本構想を策定した場合等）に対して補助を行ってきた。（３６駅で実施済み）
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新設駅にホームドアを設置した路線(駅数)

新設時に可動式ホーム柵を設置した路線(駅数)

既設駅に可動式ホーム柵を設置した路線(駅数)

ホームドア・可動式ホーム柵の設置状況

○ 新設単独路線、新交通システムを中心に、ワンマン化とも相まって、ホームドアは１０路線１２５駅、
可動式ホーム柵は２１路線１９５駅にそれぞれ設置されている。

多摩都市ﾓﾉﾚｰﾙ(19)

ゆりかもめ(16)

東京メトロ南北線(19)

京都市交東西線(15)

愛知高速交通(9)

ｽｶｲﾚｰﾙｻｰﾋﾞｽ(3)

大阪市交南港線(10)

大阪市交今里筋線(11)

神戸新交通
六甲アイランド線(6)

広島高速交通(21)

神戸新交通
ポートアイランド線(12)

九州新幹線(5)

山陽新幹線(1)

東海道新幹線(1)

北陸新幹線(3)

東北新幹線(6)

常磐新線(20)

東急目黒線(11)

都営三田線(24)

福岡市交七隈線(16)

名古屋市交上飯田線(2)

名古屋臨海高速鉄道(11)

沖縄都市ﾓﾉﾚｰﾙ(15)

東京メトロ千代田線(2)

東京メトロ丸ノ内支線(4)

福岡市交箱崎線(7)

福岡市交空港線(13)

舞浜リゾートライン(4)

横浜新都市交通(14)

東京ﾓﾉﾚｰﾙ(10)

埼玉高速鉄道(8)

東海道新幹線(2)
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バリアフリー新法における位置づけ

○ 平成１８年１２月に施行されたバリアフリー新法では、バリアフリー化基準の適合について、以下の
義務が課せられている。
旅客施設の新設又は大規模改良時：基準への適合義務
既存施設 ：基準適合に向けた努力義務

○ バリアフリー化基準（移動等円滑化のために必要な旅客施設又は車両等の構造及び設備に関す
る基準を定める省令）におけるホームドア・可動式ホーム柵の位置づけは、以下のとおりとなってい
る。

設　　　備 備　　　考

ホームドア
可動式ホーム柵

鋼索鉄道のプラット
ホームは除く

うち、旅客の円滑な流動に支障を及
ぼすおそれがある場合
（既設駅でホームの幅員が狭い等）

プラットホームの区分

車両の乗降口の位置が一定しており、か
つ、装置により車両を一定の位置に停止
させることが可能なプラットホーム

上記以外のプラットホーム

ホームドア
可動式ホーム柵
点状ブロック
　　　　　　　　　等
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全体構想

各
事
業
者
の

取
組
み
・検
討
状
況

設
置
状
況

の
把
握

（ホ
ー
ム
進
入
速
度
や
運
行
頻
度
を
踏
ま
え
た
検
討
）

◆
列
車
の
遅
延

（ホ
ー
ム
構
造
や
旅
客
動
線
か
ら
の
検
討
）

◆
狭
隘
箇
所
で
の
旅
客
流
動

（ド
ア
開
口
幅
を
踏
ま
え
た
許
容
範
囲
の
検
討
）

◆
列
車
の
停
止
精
度

（車
両
の
標
準
化
の
動
向
と
開
口
幅
の
拡
幅
方
策
の
検
討
）

◆
車
両
扉
位
置
の
不
一
致

設
置
に
向
け
た
制
約
要
因
の
精
査

◆
優
先
順
位
・暫
定
措
置
な
ど

◆
海
外
の
事
例
研
究

◆
最
新
の
技
術
開
発

制
約
要
因
の
解
消
に
向
け
た
検
討

今
後
の
具
体
的
な
促
進
策
の
検
討

利
用
者
の
ニ
ー
ズ

学識経験者、利用者、鉄道事業者等で構成される検討会を設置

ホームドア・可動式ホーム柵の普及に向けた取り組み

○ プラットホーム上の安全性を向上するためには、課題をひとつひとつ解消し、設置駅を確実に増や
していくことが必要となっている。

○ 現在、設置に関する鉄道事業者の意向等の把握に努めているところであり、さらに平成１９年度よ
り先行的に設置されている事例に基づく最新の知見等を踏まえつつ、利用者側の意見も聞きながら
制約要因の解消のための調査・検討を実施していくこととしている。
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＜社会資本整備重点計画＞
（平成１５年１０月１０日閣議決定）

○ 対象とする社会資本整備事業等（法第２条第２項各号）
道路、交通安全施設、鉄道、空港、港湾、航路標識、公園・緑地、
下水道、河川、砂防、地すべり、急傾斜地、海岸及びこれら事業
の効果を増大させるため一体として実施される事務又は事業

○ 計画期間（法施行令第３条）
平成１５年度以降の５ヵ年間（～１９年度）

○ 計画事項（法第４条第３項各号）

① 重点目標とその達成のため実施すべき事業の概要

② 事業を効果的かつ効率的に実施するための措置

③ その他事業の重点的、効果的かつ効率的な実施に関し

必要な事項

９本の事業分野別計画

一本化
港湾

都市公園

下水道

海岸

急傾斜地

治水

道路

交通安全施設

空港

重点化・集中化
のための計画に
転換

社会資本整備重点計画について

「社会資本整備重点計画」は道路、交通安全施設、空港、港湾、都市公園、下水道、治水、急傾斜地、海岸の
９本の事業分野別計画に別れていたものを一本化した、社会資本整備の基本方針を定める５ヵ年計画である。

○

社会資本整備事業を重点的、効果的かつ効率的に実施する観点から、以前の分野別５ヵ年計画では整備
する側の「事業費」を計画対象の中心に位置付けていたが、「社会資本整備重点計画」ではそれを国民から
見た「達成される成果」に転換した。

○
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○ 政府・与党申し合わせに基づき、鉄道運輸機構
が建設主体となって、国や自治体の負担により
整備。

○ 政府・与党申し合わせに基づき、鉄道運輸機構
が建設主体となって、国や自治体の負担により
整備。

整備新幹線

○ 整備を行うかどうかは、整備後の運営を行う
民間事業者・公営企業が収支採算性を踏まえた
経営判断により決定。

○ 三大都市圏についてのみ、質の高い鉄道ネット
ワークを構築する観点から、国が基本的方向性
（旧運輸政策審議会答申・現地方交通審議会
答申）を提示。
これを踏まえて事業主体である民間事業者・
公営企業が経営判断に基づき整備。

○ 整備を行うかどうかは、整備後の運営を行う
民間事業者・公営企業が収支採算性を踏まえた
経営判断により決定。

○ 三大都市圏についてのみ、質の高い鉄道ネット
ワークを構築する観点から、国が基本的方向性
（旧運輸政策審議会答申・現地方交通審議会
答申）を提示。
これを踏まえて事業主体である民間事業者・
公営企業が経営判断に基づき整備。

在来幹線鉄道、都市鉄道等

○テーマ毎の政策目標に即
して、整備方針等を定性的
に記載。

○他の社会資本整備事業とは
異なり、事業に関する定量的な
目標は設定せず。

現行の社会資本整備重点計画（平成１５年～１９年）における鉄道の扱い①

社会資本整備重点計画における扱い鉄道整備の特徴
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現行の社会資本整備重点計画（平成１５年～１９年）における鉄道の扱い②

国土交通分野の公共事業に係る５箇年計画である社会資本整備重点計画では、鉄道整備の基
本的方向性について定めている。

○

社会資本整備事業の実施に関する重点目標及びその達成のための効果的かつ効率的に実施すべ
き社会資本整備事業の概要

第２章

＜現行の社会資本整備重点計画（鉄道関係抜粋）＞

暮らし

（１）少子・高齢社会に対応したバリアフリー社会の形成等

「高齢者、身体障害者等を含むすべての人々が安全で快適な社会生活を送ることができるよう、公共交
通機関等のバリアフリー化を推進する。」

安全

（３）総合的な交通安全対策及び危機管理の強化

「道路と鉄道が連携して踏切道の改良等を実施するとともに、鉄道交通に係る安全対策を実施する。」

活力

（１）国際的な水準の交通サービスの確保等及び国際競争力と魅力の向上

「国際的な玄関口となる空港や港湾と都市とのアクセスを円滑にする道路、鉄道等を整備する。特に、
鉄道については、国際拠点空港と都心部の間のアクセス所要時間を３０分台にすることを目指し、中部国
際空港アクセス鉄道を整備するとともに、成田高速鉄道アクセスの整備を着実に推進する。」

（２）国内幹線交通のモビリティの向上

「広域ブロック間の交流の促進や効率化を図るため、空港、港湾や開発保全航路、幹線道路、幹線鉄
道等の幹線交通体系を整備する。」

（３）都市交通の快適性、利便性の向上

「公共交通の利便性、信頼性の向上を目指して、都市鉄道等を整備するとともに、自由通路、駅前広場
の整備等交通結節点の改善を進める。」
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次期社会資本整備重点計画に盛り込む内容の素案

○ 次期計画においても、これまでの整備方針を継承しながら、引き続き、利用者と社会のニーズに応
えた鉄道整備を推進していくとの方針を明記する必要がある。

計画部会基本問題小委員会では、①暮らし、②安全、③環境、④活力、を引き続き重点的に取り組むべき
政策分野として位置づける見通し。

分野 現行計画の記載項目 次期計画における記載内容（案）

暮らし ○バリアフリー化 ＜重点目標：少子高齢化社会に対応したバリアフリー社会の形成＞
【具体策】 ○新バリアフリー法の基本方針に則り、鉄道のバリアフリー化を推進する。

安全 ○踏切道の改良等
○鉄道交通に係る安全
対策

＜重点目標：安全対策の推進＞
【具体策】 ○鉄道交通に関する安全対策を実施する。

○踏切道の改良を促進する。
○鉄道施設の耐震化を促進する。

活力 ○空港アクセス鉄道の
整備
○幹線鉄道等の整備

＜重点目標：国際競争力強化のための交通サービスの向上＞
【具体策】 ○国際空港から都心までのアクセスを３０分台とするため、空港アクセス鉄道

の整備を推進する。
○東アジアとの物流ネットワークの充実に資する貨物鉄道の整備を推進する。

＜重点目標：地域活力の向上のための交通サービスの向上＞
【具体策】 ○広域ブロック間の交流促進、効率化を図るため幹線鉄道の整備を推進する。

○地域の社会経済活動の足となる地方鉄道の活性化を促進する。
○地方都市を支える公共交通としてのＬＲＴ整備を推進する。

＜重点目標：都市の快適性、利便性の向上＞
【具体策】 ○都市鉄道ネットワークの充実を図り、利用者利便を増進するため、都市鉄道、

ＬＲＴの整備を推進する。

環境 ※現行計画と同様に、モーダルシフトなど全省的な取り組みとして記載する方向で調整中。

※青字は次期計画で追加的に盛り込もうとする内容

３７


